
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

67,980,000 59,000,000

企業導入・産業活性化措置 企業立地促進基金造成事業 福井県敦賀市 400,000,000 400,000,000

252,713,527 220,000,000

142,942,628 132,000,000

地域活性化措置 ごみ収集業務等委託業務 福井県敦賀市 128,397,500 116,430,000

6

福祉対策措置 学校給食センター調理等業務委託事業 福井県敦賀市4

5 福祉対策措置 敦賀消防署運営事業 福井県敦賀市

3

地域活性化措置 清掃センター運転委託事業 福井県敦賀市2

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　考

504,587,0001
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

公共施設維持運営事業 福井県敦賀市 621,698,935



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

公共施設維持運営事業（保育園、公民館、清掃センター、健康センター、学校
給食、幼稚園、総合運動公園、博物館・山車会館）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市市内一円
交付金事業の概要 市内の各公共施設における人件費に交付金を充当しています。

○保育園
敦賀市内保育園の保育士等の人件費に充当。（10園・保育士等100名）
敦賀市には令和7年1月1日現在で685人の入所児童がいますが、保護者が安心して就労でき
る保育サービスの提供に不可欠な保育士等の確保のため、交付金を活用しています。

○公民館
公民館職員の人件費に充当。（9館・5名）
公民館は、地域活動や生涯学習推進の拠点として多様な役割を果たしています。館運営や
地域活動支援を担う職員の確保のため、交付金を活用しています。

○清掃センター
清掃センター職員の人件費に充当。（職員6名）
近年の生活様式の多様化により、分別の複雑化やダイオキシン等の問題が生じています。
敦賀市は、ダイオキシン類対策やリサイクル施設が整備された清掃センターを保有・運営
しており、施設運営を適切に行うために必要な職員の確保のため、交付金を活用していま
す。

○健康センター
健康センター職員の人件費に充当。（職員12名）
市民の健康の保持増進を図り、公衆衛生の向上に寄与することを目的とした施設です。近
年は健康寿命の延伸・健康意識の高揚を図ることを重視し、その積極的な普及・啓発活動
に必要な職員の確保のため、交付金を活用しています。

○学校給食
自校式により調理を行う、市内小中学校の調理員の人件費に充当。（調理員6名）
敦賀市では、1日2,099人の児童・生徒の給食を自校式で調理しています。子どもたちに安
全安心な給食を提供するためには、安全衛生管理・アレルギーを持つ児童・生徒への対応
等、経験豊富な正規調理員の配属が必要であり、その人件費に交付金を活用しています。

○幼稚園
幼稚園教諭の人件費に充当。（教諭4名）
敦賀市内の公立幼稚園では、令和6年5月1日現在で23人の幼児が通園しています。安全に留
意しつつ、教育内容の一層の充実化を図るには、十分な正規教諭の確保が必要であり、そ
の人件費に交付金を活用しています。

○総合運動公園
総合運動公園職員の人件費に充当。（職員3名）
総合運動公園は、スポーツの振興及び運動による健康増進を図るために整備された施設で
す。施設の保守管理や貸館等の利用者対応を適切に行うために必要な職員の人件費に交付
金を活用しています。

○博物館・山車会館
博物館・山車会館学芸員の人件費に充当。（学芸員3名）
敦賀市の歴史的・文化的資料の保存・展示を行い、地域の魅力を伝え広めるために整備さ
れた施設です。文化財等の適切な保管や調査・研究、利用者のニーズに応えた展示を行う
学芸員の人件費に交付金を活用しています。



交付金事業の概要 市内の各公共施設における人件費に交付金を充当しています。

○保育園
敦賀市内保育園の保育士等の人件費に充当。（10園・保育士等100名）
敦賀市には令和7年1月1日現在で685人の入所児童がいますが、保護者が安心して就労でき
る保育サービスの提供に不可欠な保育士等の確保のため、交付金を活用しています。

○公民館
公民館職員の人件費に充当。（9館・5名）
公民館は、地域活動や生涯学習推進の拠点として多様な役割を果たしています。館運営や
地域活動支援を担う職員の確保のため、交付金を活用しています。

○清掃センター
清掃センター職員の人件費に充当。（職員6名）
近年の生活様式の多様化により、分別の複雑化やダイオキシン等の問題が生じています。
敦賀市は、ダイオキシン類対策やリサイクル施設が整備された清掃センターを保有・運営
しており、施設運営を適切に行うために必要な職員の確保のため、交付金を活用していま
す。

○健康センター
健康センター職員の人件費に充当。（職員12名）
市民の健康の保持増進を図り、公衆衛生の向上に寄与することを目的とした施設です。近
年は健康寿命の延伸・健康意識の高揚を図ることを重視し、その積極的な普及・啓発活動
に必要な職員の確保のため、交付金を活用しています。

○学校給食
自校式により調理を行う、市内小中学校の調理員の人件費に充当。（調理員6名）
敦賀市では、1日2,099人の児童・生徒の給食を自校式で調理しています。子どもたちに安
全安心な給食を提供するためには、安全衛生管理・アレルギーを持つ児童・生徒への対応
等、経験豊富な正規調理員の配属が必要であり、その人件費に交付金を活用しています。

○幼稚園
幼稚園教諭の人件費に充当。（教諭4名）
敦賀市内の公立幼稚園では、令和6年5月1日現在で23人の幼児が通園しています。安全に留
意しつつ、教育内容の一層の充実化を図るには、十分な正規教諭の確保が必要であり、そ
の人件費に交付金を活用しています。

○総合運動公園
総合運動公園職員の人件費に充当。（職員3名）
総合運動公園は、スポーツの振興及び運動による健康増進を図るために整備された施設で
す。施設の保守管理や貸館等の利用者対応を適切に行うために必要な職員の人件費に交付
金を活用しています。

○博物館・山車会館
博物館・山車会館学芸員の人件費に充当。（学芸員3名）
敦賀市の歴史的・文化的資料の保存・展示を行い、地域の魅力を伝え広めるために整備さ
れた施設です。文化財等の適切な保管や調査・研究、利用者のニーズに応えた展示を行う
学芸員の人件費に交付金を活用しています。



交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業の概要 市内の各公共施設における人件費に交付金を充当しています。

○保育園
敦賀市内保育園の保育士等の人件費に充当。（10園・保育士等100名）
敦賀市には令和7年1月1日現在で685人の入所児童がいますが、保護者が安心して就労でき
る保育サービスの提供に不可欠な保育士等の確保のため、交付金を活用しています。

○公民館
公民館職員の人件費に充当。（9館・5名）
公民館は、地域活動や生涯学習推進の拠点として多様な役割を果たしています。館運営や
地域活動支援を担う職員の確保のため、交付金を活用しています。

○清掃センター
清掃センター職員の人件費に充当。（職員6名）
近年の生活様式の多様化により、分別の複雑化やダイオキシン等の問題が生じています。
敦賀市は、ダイオキシン類対策やリサイクル施設が整備された清掃センターを保有・運営
しており、施設運営を適切に行うために必要な職員の確保のため、交付金を活用していま
す。

○健康センター
健康センター職員の人件費に充当。（職員12名）
市民の健康の保持増進を図り、公衆衛生の向上に寄与することを目的とした施設です。近
年は健康寿命の延伸・健康意識の高揚を図ることを重視し、その積極的な普及・啓発活動
に必要な職員の確保のため、交付金を活用しています。

○学校給食
自校式により調理を行う、市内小中学校の調理員の人件費に充当。（調理員6名）
敦賀市では、1日2,099人の児童・生徒の給食を自校式で調理しています。子どもたちに安
全安心な給食を提供するためには、安全衛生管理・アレルギーを持つ児童・生徒への対応
等、経験豊富な正規調理員の配属が必要であり、その人件費に交付金を活用しています。

○幼稚園
幼稚園教諭の人件費に充当。（教諭4名）
敦賀市内の公立幼稚園では、令和6年5月1日現在で23人の幼児が通園しています。安全に留
意しつつ、教育内容の一層の充実化を図るには、十分な正規教諭の確保が必要であり、そ
の人件費に交付金を活用しています。

○総合運動公園
総合運動公園職員の人件費に充当。（職員3名）
総合運動公園は、スポーツの振興及び運動による健康増進を図るために整備された施設で
す。施設の保守管理や貸館等の利用者対応を適切に行うために必要な職員の人件費に交付
金を活用しています。

○博物館・山車会館
博物館・山車会館学芸員の人件費に充当。（学芸員3名）
敦賀市の歴史的・文化的資料の保存・展示を行い、地域の魅力を伝え広めるために整備さ
れた施設です。文化財等の適切な保管や調査・研究、利用者のニーズに応えた展示を行う
学芸員の人件費に交付金を活用しています。

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　1 子育て・教育支援
　　・子育ては敦賀でプロジェクト
　3 地域経済
　　・選ばれる観光・稼ぐ観光プロジェクト
　4 安心と暮らしやすさ
　　・楽しく住む敦賀プロジェクト
　　・安心して住む敦賀プロジェクト



事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和10年度

事業期間の設定理由 第8次敦賀市総合計画　事業計画の終期まで
交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

0人 待機児童数

成果実績 人 0

目標値 人 0

達成度 % 100.0%

72.9%

23,000トン
搬入ごみ処
理量（年

度）

成果実績 トン 20,823

目標値 トン 23,000

達成度

58,800人
公民館開催
主要事業へ
の参加者数

成果実績 人 42,877

目標値 人 58,800

達成度 %

% 90.5%

45%

日常的に運
動習慣のあ
る市民の割

合

成果実績 % 50%

目標値 % 45%

達成度 % 111.1%



人

%

17,896

9,000

198.8%

6,000人
山車会館の
年間利用者

数

成果実績

目標値

達成度

人

人

%

12,885

6,000

214.8%

交付金事業の成果目標
及び成果実績

0件
食中毒・ア
レルギー事
故発生数

成果実績 件 0

目標値 件 0

達成度 % 100.0%

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
-

9,000人
博物館の年
間利用者数

成果実績

目標値

達成度

人



交付金事業の活動指標
及び活動実績

達成度 % 91.5% 91.8% 86.6%

令和6年度

対象保育士等の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

1,236

活動実績 人月 1087 1,090 1,070

活動見込 人月 1188

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

1,188

清掃センター職員の雇用
量（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

活動実績 人月 60 58

36 46

達成度 % 71.4% 80.6%

50

活動見込 人月 72 36 48
公民館職員の雇用量（雇
用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月

72

活動見込 人月 84 72 72

達成度 % 50.0% 127.8% 104.2%

100.0%

活動実績 人月 92 132

達成度 % 63.9% 122.2% 111.7%

健康センター職員の雇用
量（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

134

活動見込 人月 144 108 120



交付金事業の活動指標
及び活動実績

博物館・山車会館学芸員
の雇用量（雇用人数
（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 36 36 36

活動見込 人月 36 36 36

達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

調理員の雇用量（雇用人
数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 91 73 71

活動見込 人月 108 84 72

61.7%

活動実績

37

活動見込 人月 96 84 60

達成度 % 84.3% 86.9% 98.6%

34

幼稚園教諭の雇用量（雇
用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 83 60

達成度 % 86.5% 71.4%

総事業費 560,372,284 589,853,680 621,698,935

達成度 % 200.0% 141.7% 100.0%

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総合運動公園職員の雇用
量（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

36

活動見込 人月 12 24 36

人月 24

交付金充当額 487,070,000 491,153,000 504,587,000

うち文部科学省分 292,556,000 293,003,000 293,902,000

うち経済産業省分 194,514,000 198,150,000 210,685,000



交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士等100名 431,462,583
公民館職員5名

人件費 雇用

博物館・山車会館学芸員3名 16,258,560

交付金事業の評価課室 政策推進課

教諭4名 16,623,448
総合運動公園職員3名 18,885,670

交付金事業の担当課室
保育課、生涯学習課、清掃センター、健康推進課、教育総務課、学校教育課、総合
運動公園、博物館・山車会館

17,973,528
清掃センター職員6名 28,999,845
健康センター職員12名 60,471,927

調理員6名 31,023,374



事業期間の設定理由 第8次敦賀市総合計画　事業計画の終期まで

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

ゴミ処理量
23,000トン

搬入ゴミ処
理量（年

度）

成果実績 トン 20,823

目標値 トン 23,000

達成度 % 90.5%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 清掃センター運転委託事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　4 安心と暮らしやすさ
　　・安心して住む敦賀プロジェクト

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和10年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市櫛川

交付金事業の概要
敦賀市清掃センターは、平成4年から焼却施設、資源化・減容化施設、最終処分場からなる
総合施設として廃棄物の処理等を行っています。多様化する廃棄物を適切に処理するため
に、高度な技術力を有する事業者への運転管理の委託に交付金を活用しています。



交付金事業の担当課室 清掃センター

交付金事業の評価課室 政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

運転管理等業務委託 随意契約（特命）
神鋼環境メンテナンス㈱

（神戸市）
142,942,628

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 129,000,000 132,000,000 132,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 142,623,643 142,586,116 142,942,628

うち経済産業省分 129,000,000 132,000,000 132,000,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

347

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

346
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

受入業務実施日数
活動実績 日 346 347 346
活動見込 日 346

交付金事業の成果目標
及び成果実績

-



評価に係る第三者機関等の活用の有無

事業期間の設定理由 第8次敦賀市総合計画　事業計画の終期まで

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

ごみ収集量
12,000トン

ごみ収集量
成果実績 トン 10,755
目標値 トン 12,000
達成度 % 89.6%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称

3 地域活性化措置 ごみ収集業務委託事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　4 安心と暮らしやすさ
　　・安心して住む敦賀プロジェクト

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和10年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市一円

交付金事業の概要
一般廃棄物の処理は、市民の日常生活に最も密着したサービスの一つです。市内約830箇所
のごみステーションから清掃センターまでのゴミ収集運搬業務の委託に交付金を活用して
います。



交付金事業の担当課室 清掃センター

交付金事業の評価課室 政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

一般廃棄物収集運搬業務委
託

随意契約（特命） 敦賀清掃工業㈱ 128,397,500

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 114,000,000 116,430,000 116,430,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 125,521,000 126,472,500 128,397,500

うち経済産業省分 114,000,000 116,430,000 116,430,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

307

無

308
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

収集実施日数
活動実績 日 307 307 308
活動見込 日 307

交付金事業の成果目標
及び成果実績



事業期間の設定理由 第8次敦賀市総合計画　事業計画の終期まで

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

食中毒・ア
レルギー事
故発生数0件

食中毒・ア
レルギー事
故発生件数

成果実績 件 0

目標値 件 0

番号 措置名 交付金事業の名称

4 福祉対策措置 学校給食センター調理等業務委託事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　1 子育て・教育支援
　　・敦賀で育む教育プロジェクト

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和10年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市野神

交付金事業の概要

学校給食には、栄養バランスのとれた食事を摂取することだけでなく、食に対する正しい
知識を習得したり、友人や先生との良好な人間関係を形成する効果があるとされます。敦
賀市学校給食センターでは、小学校5校、中学校2校の給食（及び小学校2校、中学校2校の
米飯）を業務委託により調理しており、この業務委託に交付金を活用しています。



交付金事業の担当課室 学校給食センター

交付金事業の評価課室 政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

調理等業務委託 随意契約（特命）
㈱トージツフーズ

（大阪市）
67,980,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 59,000,000 59,000,000 59,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 62,251,200 63,241,200 67,980,000

うち経済産業省分 59,000,000 59,000,000 59,000,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標  令和4年度 令和5年度

368

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

368
達成度 % 104.6% 106.5% 105.7%

令和6年度

調理員数の確保（調理員
数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 387 392 389
活動見込 人月 370

交付金事業の成果目標
及び成果実績

食中毒・ア
レルギー事
故発生数0件

食中毒・ア
レルギー事
故発生件数

達成度 % 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
-



事業期間の設定理由 第8次敦賀市総合計画　事業計画の終期まで

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

消防職員一
人あたり人
口　536人

管内人口÷
管内消防職

員数

成果実績 人 511

目標値 人 536

達成度 % 95.3%

評価年度の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

5 福祉対策措置 敦賀消防署運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　4 安心と暮らしやすさ
　　・安全になる敦賀プロジェクト

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和10年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市中央町

交付金事業の概要
近年の災害が複雑化、多様化、大規模化する中、消防署の充実は市民の安心安全に不可欠
です。そこで、一部事務組合である敦賀美方消防組合の敦賀消防署の運営に係る負担金の
一部（敦賀消防署職員人件費）に交付金を活用しています。



交付金事業の担当課室 敦賀美方消防組合総務課

交付金事業の評価課室 政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 消防士76名 252,713,527

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 225,430,000 220,000,000 220,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 231,456,254 243,924,100 252,713,527

うち経済産業省分 225,430,000 220,000,000 220,000,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

888

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

864
達成度 % 93.6% 95.6% 98.6%

令和6年度

消防職員数の確保（消防
職員数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 842 849 852
活動見込 人月 900

交付金事業の成果目標
及び成果実績

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

-



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 企業立地促進基金造成事業

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第8次敦賀市総合計画　（事業計画期間：令和6年度～令和10年度）
　3 地域経済
　　・敦賀を活かす産業プロジェクト	

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和１２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市内一円

交付金事業の概要
　新たな産業創出及び雇用確保等による地域経済活性化を図るため、市内に整備する産業団地の整備事業及び市内に進出する企業への補
助事業の原資となる基金の造成を行う。

事業期間の設定理由 事業計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和１３年度

補助対象企業の
立地による雇用
及び転入の発生

補助対象企業
の立地による
新規雇用者数

成果実績 人
目標値 人 120
達成度 %

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

400,000,000

評価年度の設定理由
基金取崩による補助事業実施予定時期であるため

交付金事業の定性的な成果及び評価等
―

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

400,000,000
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

企業立地促進基金の造成
活動実績 円 370,000,000 400,000,000 400,000,000
活動見込 円 370,000,000

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 370,000,000 400,000,000 400,000,000

うち経済産業省分 0 0 0

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 370,000,000 400,000,000 400,000,000

うち文部科学省分 370,000,000 400,000,000 400,000,000

交付金事業の担当課室 産業経済部商工貿易振興課

交付金事業の評価課室 企画政策部政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
基金造成 積立 - 400,000,000


